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⺠間⾦融機関による信⽤保証付融資

株式会社タクト経済研究所

内、無担保枠（8,000万円） 内、無担保枠（8,000万円） 内、無担保枠（8,000万円）

最大 無担保枠（24，000万円）

＋ ＋

＝

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上が減少（ＳＮ保証4号20％・5号5％以上、危機関
連保証15％以上）している中小企業の方は、①本店等(個人事業主の方は主たる事業所)所在地の
市町村にある商工担当課等の窓口に認定申請書2通とその事実を証明する書面等を提出します。
②後日、認定書を受理されたら、取引⾦融機関へ持参し保証付き融資の申し込みを⾏います。



セーフティーネット保証4号・5号
および危機関連保証

株式会社タクト経済研究所

◆危機関連保証（中小企業信⽤保険法第２条第6項）

◆セーフティーネット保証4号（中小企業信⽤保険法第２条第5項第４号）

◆セーフティーネット保証5号（中小企業信⽤保険法第２条第５項第5号）

新型コロナウイルス感染症の拡大により、原則として最近1か月間の売上高が前
年同月に⽐して15％以上減少しており、かつ、その後2か月間を含む3か月間の
売上高が前年同期に⽐して15％以上減少することが⾒込まれる中小企業 など

指定業種に属する事業を⾏っており、最近3か月間の売上高が前年同期⽐5％以
上減少している中小企業 など

新型コロナウイルス感染症の拡大により、原則として最近1か月間の売上高が前
年同月に⽐して20％以上減少しており、かつ、その後2か月間を含む3か月間の
売上高が前年同期に⽐して20％以上減少することが⾒込まれる中小企業



認定権者記載欄 

   

 
様式第４ 

 

中小企業信用保険法第２条第５項第４号の規定による認定申請書  

 

                                                令和   年  月  日 

岐阜市長 様 

 

住 所                     

会社名（屋号）                 
代表者名                   ㊞

                                     
 
 私は、 災害その他突発的に生じた事由  の発生に起因して、下記のとおり、経営の安定に支障 
    （注１） 
が生じておりますので、中小企業信用保険法第２条第５項第４号の規定に基づき認定
されるようお願いします。 
 

記 
 
１ 事業開始年月日                                     年   月   日 
２  （１）売上高等 
     （イ）最近１か月間の売上高等 
                                              減少率     ％（実績） 
              Ｂ－Ａ 
                Ｂ   ×100 
         Ａ：災害等の発生における最近１か月間の売上高等 
                                          円 
         Ｂ：Ａの期間に対応する前年１か月間の売上高等 
                                          円 
      （ロ）最近３か月間の売上高等の実績見込み 
                                      減少率           ％（実績見込み） 
                （Ｂ＋Ｄ）－（Ａ＋Ｃ） 
                        Ｂ＋Ｄ         ×100 
 
 
         Ｃ：Ａの期間後２か月間の見込み売上高等 
                                               円 
         Ｄ：Ｃの期間に対応する前年の２か月間の売上高等 
                                                 円 
３ 売上高等が減少し、又は減少すると見込まれる理由 
 
 

（注１）      には、「災害その他突発的に生じた事由」を入れる。 

（注２）２の（ロ）の見込み売上高等には、実績を記入することができる。 

（留意事項） 

 ① 本認定とは別に、金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があります。 

 ② 市町村長又は特別区長から認定を受けた後、本認定の有効期間内に金融機関又は信用保証協会に対して、経営安

定関連保証の申込みを行うことが必要です。 

 

 

岐阜市証明経労第     号            （注）本認定書の有効期間 

令和   年   月   日             令和  年  月  日から 

   上記申請のとおり相違ないことを認定します。   令和  年  月  日まで 

 

岐阜市長

岐阜市長 様

月 別 売 上 表

当期（ 年） 前期（ 年） 減少率

最近1ヶ
月

月 円 A 円 B ％
※
1

その後
2ヶ月

月 円

C

円

D ％
※
2

月 円 円

合計 円 円

※1 Ｂ－Ａ／Ｂ×１００

※2 （Ｂ＋Ｄ）－（Ａ＋Ｃ）／Ｂ
＋Ｄ×１００

※3 Ａ、Ｂ及びＤは実績数値。Ｃは見込数
値。

※4 Ｂ及びＤの売上実績には疎明資料（法人事業概況説明書、
試算表）を求めます。

※5 Ａの売上実績については、試算表がまだ出来ていない先は売上台帳等から
の根拠数字をご記入ください。

上記に記載の金額は、当社の売上高と相違ありませ
ん。

令和 年 月 日

法人名又は商号

代表者 印

株式会社タクト経済研究所

セーフティーネット保証４号の場合
◆持参するもの・申請書に添付する書類
１．実印（印鑑登録されているもの）
２．認定申請書２通（市役所保管⽤・⾦融機関提出⽤）
３．法人︓直近の法人税確定申告書別表⼀・消費税確定

申告書それぞれの控え（税務署提出時の受付印のあ
るもの※） のコピー ※電⼦申告を⾏っている場合は
受信通知（電⼦申告完了報告書等）及び申告データ出
⼒分を添付
個人︓直近の所得税確定申告書控え（⻘⾊申告⼜は⽩
⾊申告）のすべてのコピー

４．決算書
法人︓決算報告書（内訳書を含む)すべてのコピー
法人事業概況説明書 (１年前３か月に対応する分)の表
と裏のコピー
個人︓⻘⾊申告は決算書、⽩⾊申告は収⽀内訳書のす
べてのコピー

５．許可、免許等を有する業種は、その許可証等のコピー
◆認定基準４号の認定に必要な書類
１．売上明細（月別売上表）

※根拠となる資料（試算表、売上台帳コピー等）

認定に必要な書類 本店（主たる事業所）が岐阜市内の場合
※その他地区の方は各市町村によって認定に必要な書類
が多少異なりますのでホームページでご確認ください。
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岐阜県信⽤保証協会の保証制度



お得な融資制度 ◎岐阜市「ぎふし危機関連資⾦」︓岐阜市信⽤保証協会
◎大垣市「中小企業小口資⾦」 ︓岐阜県信⽤保証協会
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日本政策⾦融公庫 【国⺠⽣活事業】
新型コロナウイルス感染症特別貸付
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申込に必要な書類
【国⺠⽣活事業】

新型コロナウイルス感染症特別貸付
借入申込書等はホームページからダウンロードできます
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日本政策⾦融公庫 【中小企業事業】
新型コロナウイルス感染症特別貸付
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申込に必要な書類
【中小企業事業】

新型コロナウイルス感染症特別貸付
借入申込書等はホームページからダウンロードできます


